
特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業の運営に関する基準を定める条例（案）

条文構成

条項 項目 内容
基準の
種類

市の基準

第１条 趣旨 条例の趣旨 参酌
第２条 定義 用語の定義 参酌

第３条 一般原則 特定教育・保育施設及び特定地域型保育事業者の一般原則等 参酌

第４条 利用定員
利用定員
認定こども園及び保育所は２０人以上とする。

従う

第５条
　１項

内容及び手続の説明および同意
あらかじめ保護者に対して文書により事前説明を行った上で、同意
を得ることを求める

従う

第５条
2～6項

重要事項の電磁的方法による提供
原則として説明は文書の交付によって行わなければならないが、利
用者の申出があった場合には電磁的方法に替えられる

参酌

第６条
1～4項

利用申込みに対する正当な理由のない
提供拒否の禁止等（提供拒否の禁止、
選考方法、優先利用）

利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止、定員超過の
場合の選考

従う

第６条
　５項

利用申込みに対する正当な理由のない
提供拒否の禁止等（教育・保育提供困
難時の措置）

自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な
特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の措置を
講じなければならない

参酌

第７条 あっせん、調整及び要請に対する協力 あっせん、調整及び要請に対する協力義務 従う

第８条 受給資格等の確認 支給認定証によって受給資格等を確認しなければならない 参酌

第９条 支給認定の申請に係る援助 支給認定の申請に係る援助の義務を負う 参酌

第１０条 心身の状況等の把握 支給認定こどもの心身の状況等の把握に努めなければならない 参酌

第１１条 小学校との連携 小学校等との密接な連携に努めなければならない 参酌

第１２条 教育・保育の提供の記録
特定教育・保育を提供した際には必要な事項を記録しなければなら
ない

参酌
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第１３条 利用者負担額等の受領
支給認定保護者から利用者負担額の支払いを受けること
実費徴収、実費以外の上乗せ徴収を行う場合には、各施設・事業者
においてあらかじめ額や理由を明示することを求める

従う

第１４条 施設型給付費等の額に係る通知等
支給認定保護者に対し、施設型給付費等の額に係る通知をしなけれ
ばならない

参酌

第１５条 特定教育・保育の取扱方針
施設の区分に応じて、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じ
て、特定教育・保育の提供を適切に行わなければならない

従う

第１６条 特定教育・保育に関する評価等

自らその提供する特定教育・保育の質の評価を行い、常にその改善
を図らなければならない
支給認定保護者その他の特定教育・保育施設の関係者による評価又
は外部の者による評価を受けて、それらの結果を公表し、常にその
改善を図るよう努めなければならない

参酌

第１７条 相談及び援助
常に支給認定こどもの心身の状況、その置かれている環境等の的確
な把握に努め、支給認定子ども又はその保護者に対し、その相談に
適切に応じるとともに、必要な助言その他の援助を行わなければな

参酌

第１８条 緊急時等の対応
職員は、支給認定子どもに体調の急変が生じた場合等の緊急時に
は、速やかに連絡を行う等の措置を講じなけれなならない

参酌

第１９条
支給認定保護者に関する市町村への通
知

不正な給付について遅滞なく市に通知しなければならない 参酌

第２０条 運営規程
施設の目的及び運営の方針、提供する特定教育・保育の内容等の運
営規程を定める

参酌

第２１条 勤務体制の確保等
職員の勤務体制を定めておかなければならない
職員の資質向上のために、研修の機会を確保しなければならない

参酌

第２２条 定員の遵守 利用定員を超えて特定教育・保育の提供を行ってはならない 参酌

第２３条 掲示
利用申込者の特定教育・保育施設の選択に資すると認められる重要
事項を掲示しなければならない

参酌

第２４条 支給認定こどもを平等に取り扱う原則
支給認定子どもの国籍、信条、社会的身分等により差別的扱いをし
てはならない

従う

第２５条 虐待等の禁止 支給認定子どもの心身に有害な影響を与える行為をしてはならない 従う

第２６条 懲戒に係る権限の乱用禁止
特定教育・保育施設の管理者は、懲戒に関し必要な措置を採るとき
は、身体的苦痛、人格を辱める等その権限を濫用してはならない

従う

第２７条 秘密保持等

正当な理由がなく、業務上知り得た支給認定子ども又はその家族の
秘密を漏らしてはならない
情報提供が必要な場合は、あらかじめ文書により保護者の同意を得
なければならない

従う
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第２８条 情報の提供等

適切に特定教育・保育施設を選択することができるように情報の提
供を行うよう努めなければならない
広告をする場合においてその内容を虚偽のもの又は誇大なものにし
てはならない

参酌

第２９条 利益供与の禁止
特定教育・保育施設を紹介することの対償として、金品その他の財
産上の利益を供与してはならない

参酌

第３０条 苦情解決
苦情内容等の記録、市の実施する事業への協力、調査に協力、改善
内容を報告しなければならない

参酌

第３１条 地域との連携等
運営に当たって、地域住民等との連携及び協力を行う等の地域との
交流に努めなけれなならない

参酌

第３２条 事故発生の防止及び発生時の対応
事故の発生又は再発を防止するため、指針を整備する等の措置を講
じなければならない

従う

第３３条 会計の区分 その他の事業の会計と区分しなければならない 参酌

第３４条 記録の整備
職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならな
い

参酌

第３５条 特別利用保育の基準 特別利用保育を提供する場合の基準 従う
第３６条 特別利用教育の基準 特別利用教育を提供する場合の基準 従う

第３７条 利用定員
小規模保育事業Ａ型、Ｂ型の利用定員は６人以上１９人以下
小規模保育事業Ｃ型の利用定員は６人以上１０人以下
居宅訪問型保育事業の利用定員は１人

従う

第３８条
　１項

内容及び手続の説明および同意
適切な教育・保育を提供するため、その選択に資すると認められる
事項については、あらかじめ保護者に対して文書により事前説明を
行う

従う

第３８条
　２項

重要事項の電磁的方法による提供の規
定の準用

原則として説明は文書の交付によって行わなければならないが、利
用者の申出があった場合には電磁的方法に替えられる

参酌

第３９条
1～3項

利用申込みに対する正当な理由のない
提供拒否の禁止等（提供拒否の禁止、
優先利用）

利用申込みに対する正当な理由のない提供拒否の禁止、定員超過の
場合の選考

従う

第３９条
利用申込みに対する正当な理由のない
提供拒否の禁止等（教育・保育提供困
難時の措置）

自ら適切な教育・保育を提供することが困難である場合は、適切な
特定教育・保育施設又は特定地域型保育事業を紹介する等の措置を
講じなければならない

参酌

第４０条 あっせん、調整及び要請に対する協力 あっせん、調整及び要請に対する協力義務 従う
第４１条 心身の状況等の把握 支給認定こどもの心身の状況等の把握に努めなければならない 参酌
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第４２条
1～3項

特定教育・保育施設等との連携（連携
施設の確保（居宅訪問型事業以外）、
連携施設の確保（居宅訪問型）、事業
所内保育事業の特例

居宅訪問型保育事業を行う者を除く特定地域型保育事業者は、連携
協力を行う認定子ども園、幼稚園又は保育所を適切に確保しなけれ
ばならない
居宅訪問型保育事業を行う者は居宅訪問型保育連携施設を適切に確
保しなければならない

従う

第４２条
　４項

特定教育・保育施設等との連携（保育
提供終了後の円滑な接続）

支給認定子どもに係る情報の提供その他連携施設、特定教育・保育
施設等との密接な連携に努めなければならない

参酌

第４３条 利用者負担額等の受領
支給認定保護者から利用者負担額の支払いを受けること
実費徴収、実費以外の上乗せ徴収を行う場合には、各施設・事業者
においてあらかじめ額や理由を明示することを求める

従う

第４４条 特定地域型保育の取扱方針
施設の区分に応じて、小学校就学前子どもの心身の状況等に応じ
て、特定地域型保育の提供を適切に行わなければならない

従う

第４５条 特定地域型保育に関する評価等
自らその提供する特定地域型保育の質の評価を行い、常にその改善
を図らなければならない

参酌

第４６条 運営規程
施設の目的及び運営の方針、提供する特定地域型保育の内容等の運
営規程を定める

参酌

第４７条 勤務体制の確保等
職員の勤務体制を定めておかなければならない
職員の資質向上のために、研修の機会を確保しなければならない

参酌

第４８条 定員の遵守 利用定員を超えて特定地域型保育の提供を行ってはならない 参酌

第４９条 記録の整備
職員、設備及び会計に関する諸記録を整備しておかなければならな
い

参酌

第５０条 特定教育・保育施設の規定の準用
受給資格等の確認、支給認定の申請に係る援助等について特定教
育・保育施設についての規定を準用する

－

第５１条 特別利用地域型保育の基準 特別利用地域型保育の基準 従う

第５２条 特定利用地域型保育の基準 特定利用地域型保育の基準 従う

第５３条 委任 条例から規則への委任 －

1 施行期日 子ども・子育て法の施行の日とする －

2 特別保育所に関する特例
特定保育所が特定教育・保育を提供する場合の利用者負担額につい
ての経過措置

従う

3
特定教育・保育及び特別利用保育の施
設型給付費等に関する経過措置

特定教育・保育及び特別利用保育の施設型給付費等に関する経過措
置

従う

4,5
特別利用地域型保育の施設型給付費等
に関する経過措置

特別利用地域型保育の施設型給付費等に関する経過措置 従う
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6 利用定員に関する経過措置
小規模保育事業者の移行のため５年間は６人以上１５人以下と利用
定員できる経過措置を規定する

従う

7 連携施設に関する経過措置 連携施設の確保が難しい場合は５年間の経過措置を規定する 従う
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